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■市民活動に取り組む

■地域活動に取り組む

■市民塾活動に取り組む

・市民には知る権利があります。それに応えるためには、市民に良質な情報を提供す
　る仕組みが必要です。

・一人での活動は厳しいものです。学ぶ、考える、
　行動する場があれば、
　小さな想いを叶えることができます。

・自治体の財政が厳しくなってくると、行政の合理化の名のもと、人的・質的な行政
　サービスが低下していき、サービス低下を補うためのボランティアやNPO法人等、
　市民団体の活動が、今以上に重要な役割を担うことになります。

・ボランティアやNPO法人等、市民団体が質の高いサービスを提供できるようになれば、
　自然と行政の役割も変わり、組織のスリム化が図れ、結果的に財政削減に反映され
　ます。

・生活の基盤は家庭です。その家庭を守るためには、地域（自治会）の力、いわゆる
　「地域力」の向上が求められます。

・「防災、防犯、子育て、福祉」等、生きていくために欠かせない要素を地域で支え
　るためには、地域間の連携、行政との連携、市民団体との連携が必要になります。


